
令 和 ５ 年 度 事 業 報 告 書 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで  

 

特定非営利活動法人 なおみの会 

 

１ 事業の成果 

令和 5 年度においても、福岡県で新型コロナウイルス感染症の影響は続いており、当法人では継続

して、マスクの着用、手洗い、換気の三密回避を継続し基本的な感染症対策を徹底し細心の注意を払

いつつサービスの提供を行った。 

単発的に感染者が確認されても、早期の対策とマニュアルに沿った形での支援を行うことで他の利

用者へ感染拡大をすることなく、年間を通して事業所運営を行うことができた。 

法人全体で全職員研修を年 4 回必ず実施しており、特に「虐待防止対策マニュアル」「身体拘束対策

マニュアル」「合理的配慮」についての研修は欠かすことなく継続して行った。 

就労継続支援 B型事業（なおみの会共同作業所）では、積極的に作業所のアピールをしつつ、新規

利用者を 6 名採用することが出来た。共同生活援助事業（アットホームなおみ）においても、毎月の

レクリエーションや季節のイベントを行うことで利用者が毎日安心して生活ができるように工夫をし

た。地域活動支援センターⅢ型（サロンなおみ）では、2 市 2 町の委託事業として精神障がい者の引

きこもり当事者や病院からの退院者の受け入れを積極的に行い、イベントやレクリエーション等を導

入することで、毎日の活動に変化を与えた。特定相談支援事業（障がい者相談支援センターなおみ）

ではモニタリングを積極的に行い、利用者が安心してサービスの利用をできるような環境を整えた。

宮若市委託事業（わらあいクラブ）では休日のみ障がい者への居場所提供として大きな成果をあげ、

次年度も継続することとした。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

特定非営利活動に係る事業 

事業名 

(定款に記載した

事業) 

具体的な事業内容 

(A) 当該事業の 

実施日時 

(B) 当該事業の 

実施場所 

(C) 従事者の人数 

(D) 受益対象者

の範囲 

(E) 人数 

活動計算書

の事業費の

金額  

(単位:千円) 

(1)自立生活 

支援に関する事

業 

① 無料障がい者サロンの

運営 

(A) 毎週日曜日 

(B) 宮若市磯光 

(C) 2名～3 名 

(D) 家族、一般市

民、障害者 

(E) 1 回 10 名程

度 

６００ 

(2)障害者の 

社会復帰を支援

する 

施設の運営事業 

① 共同生活援助事業 

（社会活動・社会参加） 

(A) 通年 

(B) 事業所 

(C) 常勤 1 名 

非常勤 1名 

(D)  障害者 

(E)  5名 

３，０００ 

(3)障害者の 

社会活動と就労

の支援事業 

① 就労継続支援 B 型 

（福祉就労支援） 

(A) 通年 

(B) 事業所 

(C) 9 名 

(D) 障害者 

(E) 36 名 

４，２００ 

(4)障害者に 

関する啓発広報

等の事業 

① 研修会（家族教室、交

流会等）の開催 

(A) 家族教室 他    

隔月 1 回 

8月休会 

(B) 福岡県直方総合

庁舎 他 

(C) 3名 

(D) 家族、一般市

民 

(E) 各会 20 名程

度 

１５０ 

② 機関誌（会報）啓発文

等による広報事業 

・なおみの会 

ホームページ更新 

(A) 年 4 回発行 

(B) 家族会員、行政、

医療機関等 

(C) 5名 

(D) 家族、一般市

民、行政、医

療機関、各種

団体等 

(E) 各号 250 部 

５００ 



(5) 精神障がい者

福祉政策に関す

る提言事業 

① 各市町自治体の各種政

策会議参加 

 

(A) 年数回 

(B) 各行政棟他 

(C) 3名 

(D) 家族、一般市民 

(E) 2市2町市民 

５０ 

② 各市町のボランティア

連絡会他への参加 

(A) 各会議の例会他 

(B) 各総合福祉セン

ター他 

(C) 5名 

(D) 家族、一般市民 

(E) 2市2町市民 

５０ 

(6)障害者総合支

援法に基づく指

定障害福祉サー

ビス事業 

 

 

 

 

 

① 就労継続支援事業 

 

(A) 通年 

(B) 作業所他 

(C) 常勤 7 名 

非常勤 1名 

(D) 作業所利用

者 

(E) 実利用者 36

名 

３８，０００ 

② 各種イベント時の販売

活動 

 

(A) 総合庁舎のまご

ころ製品販売な

どのイベント開

催日 

(B) 各イベント会場 

(C) 支援員、家族、 

当事者、ボランテ

ィア 

(D) 作業所利用

者 

(E) 実利用者 25

名 

 

 

１００ 

③ 障害者の社会活動や就

労支援 

 

(A) 通年 

(B) 鞍手直方地域の

各行政、各企業や

各種団体 

(C) 5名 

(D) 作業所利用

者 

(E) 25 名 

 

１５０ 

④ グループホーム利用者

の自立支援 

(A) 通年 

(B) グループホーム 

(C) 常勤 1 名 

非常勤 1名 

(D) グループホ

ーム利用者 

(E) 実利用者 5

名 

１００ 

⑤ 障害者の雇用先の開拓

の為就労支援機関等と

連絡調整を行う 

(A) 随時 

(B) 直方鞍手地域周

辺 

(C) 2～3名 

(D) 作業所利用

者 

(E) 2～3名 

１００ 

⑥ 家族から独立した暮ら

し方の支援 

（共同生活援助事業） 

(A) 通年 

(B) 事業所 

(C) 常勤 1 人 

  非常勤 1 人 

(D) 障害者 

(E) 5 名 

４，５００ 

(7)障害者総合支

援法に基づく地

域活動支援セン

ター事業 

① 障がい者の日中活動支

援（生活相談・創作活

動・生産活動・地域と

の交流） 

(A) 通年 

(B) 事業所 

(C) 常勤 2 名 

 

(D) 障がい者及

び家族 

(E) 49 名 

 

６，３７５ 

② 作業所利用者の家族に

対する相談 

(A) 通年 

(B) 事業所 

(C) 常勤 2 人 

(D) 作業所利用

者等及び家

族 

(E) 10 名 

１００ 

(8)障害者総合支

援法に基づく特

定相談支援事業 

① 生活・暮らし方・福祉

サービス利用に関する

相談支援 

 

(A) 通年 

(B) 事業所 

各関係機関他 

(C) 常勤 1 人 

 

(D) 障害者 

(E) 55名 

２，９３４ 

(9)児童福祉法に

基づく障害児相

談支援事業 

① 生活・暮らし方・福祉

サービス利用に関する

相談支援 

 

(A) 通年 

(B) 事業所 

各関係機関他 

(C) 常勤 1 人 

(D) 障害児 

(E) 5名 

１８９ 

 


